
 

 

 

令和５年分の所得税等の確定申告書

（案） 
 
 
 
 
※令和４年分の所得税等の確定申告書等様式から変更のあった主な様式を掲載しております。 
※この確定申告書（案）は、令和６年１月以降に使用が可能となります（今後変更する場合があります。）。 
※会計ソフト開発業者向けのＯＣＲ帳票の仕様公開は、令和５年 11 月に⾏う予定です。 

会計ソフトの開発に当たっては、当該仕様に基づき開発してください。 
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税

金

の

計

算

配 当 控 除
又 は 第 三 表 の 93

災 害 減 免 額

上の㉚に対する税額

平均課税対象金額

延 納 届 出 額

復興特別所得税額
（41－42）

源 泉 徴 収 税 額

予 定 納 税 額
（第１期分・第２期分）

申 告 納 税 額

所

得

金

額

等

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

雑

短 期

長 期

配 当

一 時

営 業 等

農 業

給与

氏 名

種類 電話
番号 － －

柄続のと主帯世名氏の主帯世号雅・号屋業職

〒 －

○＋｛（○＋○）×／｝ケ コ サ 1 2

不 動 産

利 子

配 当

雑

）（

国 出

社会保険料控除

生命保険料控除

地震保険料控除

基 礎 控 除

○から○までの計

雑 損 控 除

寄 附 金 控 除
合 計

配偶者

医療費控除

公的年金等

業 務

そ の 他

郵便局
名 等

預金
種類

給 与

扶 養 控 除

第３期分
の 税 額

業 務

その他

自宅･勤務先･携帯

住宅耐震改修
特別控除等

・ ・

整理
番号

合 計

申告書

営業等

農 業

公 的年金等

納税地

振替継続希望
（
単
位
は
円
）

税務署長
令和　　年　　月　　日令和 年分の の所 得 税 及 び

復興特別所得税

第
一
表

現在の
住 所
又は
居 所
事業所等
令和　年
１月１日
の 住 所

個人番号
（マイナンバー）

生年
月日

フリガナ

青 色 分 離 損 失 修 正 特 農特農の
表　示

収

入

金

額

等

修
正
申
告

そ

の

他

届 

出

延
納
の
受　

取　

場　

所

還
付
さ
れ
る
税
金
の

事

業

事

業

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

不動産
区
分
１

区
分
２

区
分
１

区
分
２

区
分
１

区
分
２

総
合
譲
渡

区
分

⑦から⑨までの計
総 合 譲 渡 ・ 一 時

（①から⑥までの計＋⑩＋⑪）

小規模企業共済等掛金控除

寡婦､ひとり親控除

勤労学生、障害者控除

（特別）控除

（㉕＋㉖＋㉗＋㉘）

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

23

24

25

26

27

28

29

～

～

～

⑰　
 ⑱
⑲　
 ⑳
㉑　
 ㉒

30

31

32

33

34

41

42

43

44

45

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

35　
 37
38　
 40

46　
 47

～

～

～

課税される所得金額
（⑫－㉙）又は第三表

（特定増改築等）
住宅借入金
等特別控除

政党等寄附金等特別控除

差 引 所 得 税 額
㉛－32－33－34－35
－36－37－38－39－40

再差引所得税額（基準所得税額）

所得税及び復興特別所得税の額

外国税額控除等

修正前の第３期分の税額
（還付の場合は頭に△を記載）
第３期分の税額の増加額
公的年金等以外の
合 計 所 得 金 額

配偶者の合計所得金額

専従者給与（控除）額の合計額

青色申告特別控除額
雑所得・一時所得等の
源泉徴収税額の合計額
未納付の源泉徴収税額

本年分で差し引く繰越損失額

変動･臨時所得金額

申告期限までに納付する金額

銀行
金庫･組合
農協･漁協

本店･支店
出張所
本所･支所

口座番号
記号番号

普通 当座 貯蓄納税準備

公金受取口座登録の同意 公金受取口座の利用

（43×2.1％）

（45－46－47－48）

（49－50）

納める税金

還付される税金

（43＋44）

納 管

事 業

住 民

資 産

総 合

分 離

検 算

年月日

・・

年 月 日
整理欄

受
付
印

（
令
和
五
年
分
以
降
用
）

44･

45･

49･

51
又
は
52
の
記
入
を
お
忘
れ
な
く
。

通 信
日付印

一 連
番 号

Ｌ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

確
認

区
分
異
動
補
完

整

理

欄管
理

名
簿



令和

所得の種類 収 入 金 額 必要経費等 差 引 金 額

整理
番号

収 入 金 額 源泉徴収税額

他都道府県の事務所等

所得
金額

寡婦

死別
離婚

生死不明
未 帰 還

非 課 税 所 得 な ど 損益通算の特例適用前の
不 動 産 所 得

不動産所得から差し引いた
青 色 申 告 特 別 控 除 額

屋 号
住 所

氏 名
フリ ガナ

円

円円円

円

事業用資産の譲渡損失など

第
二
表

円

保 険 料 等 の 種 類 支払保険料等の計 うち年末調整等以外

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新個人年金保険料

旧個人年金保険料

介 護 医 療 保 険 料

円円

損害を受けた資産の種類など

・ ・
円円円

源泉徴収税額の合計額

種 目

ひとり親
勤労学生

年調以外かつ
専修学校等

障害者
特別
障害者

特例適用
条 文 等

非上場株式の
少額配当等

給与、公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

障 害 者

同一

16

16

16

16

国外障 特障

続柄氏 名 生 年 月 日

・ ・
明･大
昭･平

個 人 番 号

上記の配偶者・親族・事業専従者
のうち別居の者の氏名・住所

所得税で控除対象配偶者
な ど と し た 専 従 者

円

事業専従者の氏名 個 人 番 号 続柄 生 年 月 日 従事月数･程度･仕事の内容
円明･大

昭･平 ・ ・

年調

年調

年調

年調

年調

国外居住

地 震 保 険 料

旧長期損害保険料

円円

円円

調整

調整

調整

調整

調整

住 民 税

明･大
昭･平 ・ ・

別居

障 特障・ ・
明･大
昭･平･令 別居

障 特障・ ・
明･大
昭･平･令 別居

障 特障・ ・
明･大
昭･平･令 別居

障 特障・ ・
明･大
昭･平･令 別居

非居住者
の 特 例

配当割額
控 除 額

株式等譲渡
所得割額控除額

寄附先の
名 称 等

寄附金
円

国外

障 害 者

障 特障

続柄 生 年 月 日
明･大
昭･平

個 人 番 号

寡婦・ ・
円

税理士署名・電話番号

（ － － ）

調整

所 得 税 及 び
復興特別所得税年分の の 申告書

○ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）
給与などの支払者の｢名称｣
及び｢法人番号又は所在地｣等

円 円

所得の種類

48

社
会
保
険
料
控
除

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除

⑬⑭

⑮
生
命
保
険
料
控
除

⑯
料 
控 
除

地
震
保
険

本人に関
する事項
（⑰～⑳）

○ 雑損控除に関する事項(㉖)
損 害 の 原 因 損 害 年 月 日

損害金額
保険金などで
補塡される
金 額

差引損失額の
うち災害関連
支出の金額

○ 寄附金控除に関する事項(㉘)

○ 配偶者や親族に関する事項（⑳～㉓）

配偶者

その他

○ 事業専従者に関する事項（57）
専従者給与(控除)額

○ 住民税・事業税に関する事項

住
民
税

事
業
税

円 円 円 円
特別徴収 自分で納付

都道府県､市区町村
への寄附

（特例控除対象）
円 円 円 円

退職所得のある配偶者・親族の氏名 退職所得を除く所得金額 その他 寡婦・ひとり親

ひとり親

月
日開始・廃止前年中の

開（廃）業
番
号

氏
名

住
所

氏
名

給
与

税理士法書面提出
30条 33条の2

○ 総合課税の譲渡所得、一時所得に関する事項（⑪）

共同募金､日赤
その他の寄附

都道府県
条例指定寄附

市区町村
条例指定寄附

一連
番号

法 項 号

（
令
和
五
年
分
以
降
用
）
○
第
二
表
は
、
第
一
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
○
国
民
年
金
保
険
料
や
生
命
保
険
料
の
支
払
証
明
書
な
ど
申
告
書
に
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
類
は
添
付
書
類
台
紙
な
ど
に
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。

整
理
欄

申告
区分
特例適
用条文

申告等
年月日 年 月 日

条
の の

所得
種類
申告
期限 年 月 日



氏 名

整 理
番 号

青 色 申 告 者 の 損 失 の 金 額

居 住 用 財 産 に 係 る 通 算 後 譲 渡 損 失 の 金 額

変 動 所 得 の 損 失 額

所得の種類 Ⓐ損害金額

営業等
・農業

不動産

山 林

・ ・

・ ・

・ ・

84
84
84
84
84
85
85
85
86
86
86
87
87
87
87
88
88
88
88

（特定非常災害の被災者の方用）

所 得 税 及 び
復興特別所得税令和 年分の の 申告書 付表（損失申告用）

（ ）

第
四
表
付
表
一

現在の住所
又は
居 所
事 業 所 等

フリガナ

この付表は、所得税法第70条の２｟特定非常災害に係る純損失の繰越控除の特例）、同法第71条の２｟特定非常災害に係
る雑損失の繰越控除の特例）、震災特例法第５条｟雑損失の繰越控除の特例｠又は同法第７条｟純損失の繰越控除の特例）
の規定の適用を受ける方が、申告書第四表（損失申告用）の「３ 翌年以後に繰り越す損失額｣､「４ 繰越損失を差し引く
計算」又は「５ 翌年以後に繰り越される本年分の雑損失の金額」に代えて使用します。

３翌年以後に繰り越す損失額
○純損失の繰越控除期間の特例の該当判定

○翌年以後に繰り越す損失額
被災純損失以外の純損失金額

被災純損失金額（所得税法）

被災純損失金額（震災特例法）

特定非常災害発生年純損失金額

要件非該当

要 件 該 当

被

災

事

業

用

資

産

の

損

失

額

被災事業用資産の種類など 損害の原因 損害年月日 Ⓑ保険金などで補塡される金額 Ⓒ差引損失額（Ⓐ－Ⓑ)

山

林

以

外

う ち  棚 卸 資 産 特 定 災 害 損 失 額

う ち  固 定 資 産 特 定 災 害 損 失 額

う ち  棚 卸 資 産 震 災 損 失 額

う ち  固 定 資 産 震 災 損 失 額

う ち  固 定 資 産 特 定 災 害 損 失 額

う ち  固 定 資 産 震 災 損 失 額

う ち  固 定 資 産 特 定 災 害 損 失 額

う ち  固 定 資 産 震 災 損 失 額

山 林 所 得 に 係 る 被 災 事 業 用 資 産 の 損 失 額

山林以外の所得に係る被災事業用資産の損失額

円

円

円

円円 円

円 円

円 円

円

81
81
81
81
82
83

’

”

””

’

”

””

”””

’

”

’

”

’

”

””

’

”

””

事
業
所
得
不
動
産
所
得
等

事業資産特定災害損失額

事業所得に係る事業用固定資産の価額の合計額

㋑／㋺≧0.1のときは、｢該当｣ 当てはまる方を〇で囲んでください｡ 該 当 ・ 非 該 当

該 当 ・ 非 該 当

㋑
㋺

㋩
㋥

不動産等特定災害損失額

不動産所得又は山林所得に係る事業用固定資産の価額の合計額

㋩／㋥≧0.1のときは、｢該当｣ 当てはまる方を〇で囲んでください｡

被災純損失以外の純損失金額

被災純損失金額（所得税法）

被災純損失金額（震災特例法）

特定非常災害発生年特定純損失金額

要件非該当

要 件 該 当

被災純損失以外の純損失金額

被災純損失金額（所得税法）

被災純損失金額（震災特例法）

特定非常災害発生年特定純損失金額

要件非該当

要 件 該 当

整理欄

一 連
番 号

資産

○
こ
の
付
表
は
、
申
告
書（
第
一
表
・
第
二
表
）及
び
第
四
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。



（特定非常災害の被災者の方用）

所 得 税 及 び
復興特別所得税令和 年分の の 申告書 付表（損失申告用）

（ ）

第
四
表
付
表
二

整 理
番 号

４繰越損失を差し引く計算（５年前、４年前及び３年前に生じた損失）
年分 損 失 の 種 類

Ｂ

令和元年

(４年前)

山 林

山林以外令和元年が
青色の場合

令和元年が
白色の場合

特定非常災
害発生年純
損失

要
件
該
当純

損

失

Ⓐ前年分までに引ききれなかった損失額 Ⓑ本年分で差し引く損失額 Ⓒ翌年分以後に繰り越して差し引かれる損失額(Ⓐ-Ⓑ)

雑
損
失

山 林

山林以外特定非常災
害発生年特
定純損失

要
件
該
当

山 林

山林以外

被災純損失
(青･白)

Ｃ

令和２年

(３年前)

変動所得の損失

山 林

山林以外
令和２年が
青色の場合

令和２年が
白色の場合

特定非常災
害発生年純
損失

被災事業用
資産の損失

要
件
該
当

山 林

山林以外

純

損

失

居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額

特 定 雑 損 失 以 外 の 雑 損 失

特 定 雑 損 失 （ 所 得 税 法 )

特 定 雑 損 失 （ 震 災 特 例 法 )

雑
損
失

山 林

山林以外特定非常災
害発生年特
定純損失

要
件
該
当

山 林

山林以外

山 林

山林以外

被災純損失
(青･白)

被災純損失
以外の損失

要
件
非
該
当

要
件
非
該
当

Ａ

平成30年

(５年前)

山 林

山林以外平成30年が
青色の場合

平成30年が
白色の場合

特定非常災
害発生年純
損失

要
件
該
当

特 定 雑 損 失 （ 所 得 税 法 )

特 定 雑 損 失 （ 震 災 特 例 法 )

特 定 雑 損 失 （ 所 得 税 法 )

特 定 雑 損 失 （ 震 災 特 例 法 )

純

損

失

雑
損
失

山 林

山林以外特定非常災
害発生年特
定純損失

要
件
該
当

山 林

山林以外

被災純損失
(青･白)

被災純損失
(所得税法)

要
件
非
該
当

被災純損失
(所得税法)

山 林

山林以外被災純損失
(震災特例法)

要
件
非
該
当

被災純損失
(所得税法)

要
件
非
該
当

被災純損失
(震災特例法) 山 林

山林以外

山 林

山林以外被災純損失
(震災特例法)

円 円

円

円 円円

円 円円

円円

円 円円

円 円円

円

整理欄

一 連
番 号

資産

○
こ
の
付
表
は
、
申
告
書（
第
一
表
・
第
二
表
）及
び
第
四
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。



雑損控除、医療費控除及び寄附金控除の計算で使用する所得金額の合計額

本年分の上場株式等に係る配当所得等から差し引く損失額

本 年 分 の 先 物 取 引 に 係 る 雑 所 得 等 か ら 差 し 引 く 損 失 額

（特定非常災害の被災者の方用）

所 得 税 及 び
復興特別所得税令和 年分の の 申告書 付表（損失申告用）

（ ）

第
四
表
付
表
三

４繰越損失を差し引く計算（２年前及び前年に生じた損失）

整 理
番 号

年分 損 失 の 種 類

Ｄ

令和３年

(２年前)

居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額

特 定 雑 損 失 以 外 の 雑 損 失

特 定 雑 損 失 （ 所 得 税 法 )

特 定 雑 損 失 （ 震 災 特 例 法 )

雑
損
失

本年分の一般株式等及び上場株式等に係る譲渡所得等から差し引く損失額 円

円

円

円

円

円

５ 翌年以後に繰り越される本年分の雑損失の金額

89
90
91

92

93
93’

Ｅ

令和４年

(前年)

居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額

特 定 雑 損 失 以 外 の 雑 損 失

特 定 雑 損 失 （ 所 得 税 法 )

特 定 雑 損 失 （ 震 災 特 例 法 )

雑
損
失

円93”

特 定 雑 損 失 以 外 の 雑 損 失 の 金 額
特 定 雑 損 失 （ 所 得 税 法 ） の 金 額
特 定 雑 損 失 （ 震 災 特 例 法 ） の 金 額

Ⓐ前年分までに引ききれなかった損失額 Ⓑ本年分で差し引く損失額 Ⓒ翌年分以後に繰り越して差し引かれる損失額(Ⓐ-Ⓑ)

変動所得の損失

山 林

山林以外
令和３年が
青色の場合

令和３年が
白色の場合

特定非常災
害発生年純
損失

被災事業用
資産の損失

要
件
該
当

山 林

山林以外

山 林

山林以外特定非常災
害発生年特
定純損失

要
件
該
当

山 林

山林以外

山林以外

被災純損失
(青･白)

被災純損失
以外の損失

要
件
非
該
当

要
件
非
該
当

山 林
被災純損失
(所得税法)

要
件
非
該
当

純

損

失

変動所得の損失

山 林

山林以外
令和４年が
青色の場合

令和４年が
白色の場合

特定非常災
害発生年純
損失

被災事業用
資産の損失

要
件
該
当

山 林

山林以外

山 林

山林以外特定非常災
害発生年特
定純損失

要
件
該
当

山 林

山林以外

山 林

山林以外

被災純損失
(青･白)

被災純損失
以外の損失

要
件
非
該
当

要
件
非
該
当

被災純損失
(所得税法)

要
件
非
該
当

純

損

失

山 林

山林以外被災純損失
(震災特例法)

山 林

山林以外被災純損失
(震災特例法)

円 円円

円 円円

円 円円

円 円円

円 円円

円 円円

円 円円

整理欄

一 連
番 号

資産

○
こ
の
付
表
は
、
申
告
書（
第
一
表
・
第
二
表
）及
び
第
四
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。



F A 7 0 0 1



F A 7 0 5 1



F  A 3 0 0 1



F A 3 0 2 6



◎

○ ○
（注）　平成19年４月１日以後に取得した減価償却資産について定率法を採用する場合にのみ㋑欄のカッコ内に償却保証額を記入します。

㋭ ㋬ ㋣ ㋠㋺ ㋩ ㋥

㋑ ㋺ ㋩ ㋥ ㋭ ㋬ ㋣ ㋠ ㋷ ㋦

F  A 3 0 5 1



F  A 3 0 7 6



住 所

氏 名

フリガナ フリガナ

氏 名

フリガナ

氏 名

７ 居住用部分の家屋又は土地等に係る住宅借入金等の年末残高

円

４ 家屋や土地等の取得対価の額

居 住 開 始 年 月 日

取 得 対 価 の 額

家屋に関する事項 土地等に関する事項

円

円

㎡

㎡

・・

・

・

・

・

・・

①

②

Ⓑ 土 地 等Ⓐ 家 屋 Ⓒ 合 計 Ⓓ 増 改 築 等

・・ 居 住 開 始 年 月 日

円

あ な た の 共 有 持 分
※共有の場合のみ書いてください｡

総 （ 床 ） 面 積

う ち 居 住 用 部 分
の （ 床 ） 面 積

増改築等の費用の額

⑪

Ⓔ 住 宅 の み Ⓕ 土 地 等 の み Ⓖ住宅及び土地等 Ⓗ 増 改 築 等

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

・

・

・

・

・

・

・

・

円

％

円

円

％

円

円

住宅借入金等の年末残高

新築、購入及び増改築等に係る
住宅借入金等の年末残高

居住用部分に係る住宅借入金等の年末残高

居 住 用 割 合

連帯債務に係るあなたの負担割合

※連帯債務がない場合には､100.00%と書きます｡

整 理
番 号

※共有の場合のみ書いてください。

③

④

住宅取得等資金の贈与の
特 例 を 受 け た 金 額 等

円

円

なし又は５％ ８ ％ 10 ％
円

円補 助 金 等 控 除 前 の
取 得 対 価 の 額
交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
増改築等の費用の額
交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

平成
令和

平成
令和

円
㉓

円
⑳

８ 特定の増改築等に係る事項 （特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合のみ書いてください｡）

⑫ 高齢者等居住改修
工事等の費用の額 ⑬ 断熱改修工事等の費用の額 ⑭ ⑮

⑲

特定増改築等住宅借入金等、特定断熱改修住宅借入金等又は特定
多世帯同居改修住宅借入金等の年末残高

円

円

あなたの持分に係る特定の
増改築等工事の費用の額⑱⑰ 特定の増改築等工事の費用の合計額⑯ 特定耐久性向上改修

工 事 等 の 費 用 の 額

特定多世帯同居改修
工事等の費用の額

特定断熱改修工事
等 の 費 用 の 額

㉑

㉒

要しない

円

円

・・
平成
令和

契 約 日
契 約 区 分

円

契 約 日
・・

平成
令和

※次に該当する場合に、書いてください。

不 動 産 番 号 地土屋家

あり

増 改 築 等 を し た
家 屋 の 総 床 面 積 ・

㎡

令和
郵便番号　　　　－

電話番号    （    ） （共有者の氏名）

１ 住所及び氏名

２ 新築又は購入した家屋等に係る事項
３ 増改築等をした部分に係る事項

※小数点以下第２位まで書きます｡

平成
令和 〔 〕

区
分

（㋒ － ㋓（㋗ － ㋘）） （ ㋞ － ㋟ ）

のうち居住用部分の金額

㋜

㋝

㋞

㋟

㋠

㋡

㋢

㋗

㋘

㋙

㋚

㋛

㋐

㋑

㋒

㋓

㋔

㋕

㋖

㋞

（ ㋔ , ㋙ , ㋠ ）× ①
※共有でない場合は､㋔,㋙,㋠を書いてください｡

あなたの持分に係る取得対価の額等
（ ② － ③ ）

㋔（ ㋔ × Ⓐ の ① ） ㋙（ ㋙ × Ⓑ の ① ） ㋠（ ㋠ × Ⓓ の ① ）（Ⓐの②＋Ⓑの②）又は（Ⓑの②＋Ⓓの②）

５ 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に課されるべき消費税額等に関する事項 ６ 新型コロナウイルスの影響による入居遅延
税率が10％の場合に㋒､㋞に含まれる
消費税額及び地方消費税額の合計額
（契約書等に記載された消費税額）

（（付表）の⑭の割合）

（（付表）の⑯の金額）
※連帯債務がない場合には、⑤の金額を書きます｡

※90％以上である場合には、100.0％と書きます｡

④ と ⑦ の い ず れ か
少 な い 方 の 金 額

（ ⑧ × ⑨ ）

㋖÷㋕ ㋛÷㋚ ㋡÷㋞

住宅借入金等の年末残高の合計額（Ⓔの⑩＋Ⓕの⑩＋Ⓖの⑩＋Ⓗの⑩）
※ ⑪の金額を二面の「住宅借入金等の年末残高の合計額⑪」欄に転記します。

次の⑫欄から⑯欄に補助金等控除後の金額
を書いてください。これらの金額が50万円
を超えるときに特定増改築等住宅借入金等
特別控除の適用を受けることができます。
詳しくは、控用の裏面を参照してください｡

（⑫＋⑭＋⑮＋⑯） （⑰又は⑰×Ｄの①）
(⑪と⑱のいずれか少ない方の金額で最高250万円｡
ただし、住宅の増改築等(特定多世帯同居改修
工事等に係るものを除きます｡)が特定取得
(※二面参照)に該当しない場合は、最高200万円｡)

番
号

９ （特定増改築等）住宅借入金等特別控除額

（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額 ※ 二面の該当する番号及び金額を転記します。

同一年中に８％及び10％の消費税
率が含まれる家屋の取得等又は
増改築等をした場合は、右の欄に
○をした上で、10％に係る部分の
金額等を書いてください｡

８％･10％
同一年中
取得

家　屋:1
増改築等:2

㋒又は㋞の金額
（10％に係る部分のみ）

（10％に係る部分のみ）

Ⓐの④又は
Ⓓの④の金額

重複適用を受ける場合は、
右の文字に○をした上で、
二面の㉓の金額を転記して
ください。

重複適用

10 控除証明書の交付を要しない場合
翌年分以後に年末調整でこの控除を受けるための、控除証明書の
交付を要しない方は､右の｢要しない｣の文字を○で囲んでください｡

この明細書の書き方については、控用の裏面を参照してください。 住宅借入金等に連帯債務がある場合には、併せて付表を使用します。○ ○

整理欄
登
土

契
家

契
土 残 確 証 認

定 仮付 Ａ Ｂ Ｃ

年分(特定増改築等)住宅借入金等特別控除額の計算明細書
一
面

提
出
用

○ 

こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

住民 台帳番号
一連番号

登
家



次の該当する算式のうち、いずれか一の算式により計算します。 氏名

居住の用に供した日等 算式等
（特定増改築等）

住宅借入金等特別控除額
(100円未満の端数切捨て)

（特定増改築等）
住宅借入金等特別控除額
(100円未満の端数切捨て)

１

３

４

６

８

住宅の増改築等が特定取得に該当するとき

⑳

⑪
円

円

重複適用を受ける場合

（１）

不動産番号が一面に書ききれない場合○

（２）

重複適用を受ける場合○

（３）

（４）

転 居 年 月 日

居住の用に供していない
期間の家屋の用途

再居住開始年月日

【再び居住の用に供した場合の再適用】
再び居住の用に供したことによ
り､（特定増改築等）住宅借入
金等特別控除の再適用を受ける

【再び居住の用に供した場合の適用】
再び居住の用に供したことにより、
初めてその家屋に係る（特定増改築等）
住宅借入金等特別控除の適用を受ける

日月年日月年

円
００

新築住宅又は買
取再販住宅に該
当するとき

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

中古住宅又は増
改築に該当する
とき

７

居住の用に供した日等 算式等

００
住宅の増改築等が特定取得に該当しないとき

⑳
円

００

９

住宅の増改築等が特定取得に該当するとき

⑳
円

００
住宅の増改築等が特定取得に該当しないとき

⑳
円

００

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

円

円

円

円

円

円

００

００

００

００

００

００

２

５

令和05年分（特定増改築等)住宅借入金等特別控除額の計算

番
号

番
号

住宅借入金等の年末残高の合計額 ※ 一面の⑪の金額を転記します。

住宅借入金等特別控除の
適用を受ける場合(４か
ら12のいずれかを選択す
る場合を除きます｡）

認定住宅等
の新築等に
係る住宅借
入金等特別
控除の特例
を選択した
場合

認定住宅等
が認定長期
優良住宅又
は認定低炭
素住宅に該
当するとき

認定住宅等
がZEH水準
省エネ住宅
に該当する
とき(※5)

認定住宅等
が省エネ基
準適合住宅
に該当する
とき(※5)

平成26年１
月１日から
令和３年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合

令和４年１
月１日から
令和５年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合(※1)

令和４年１
月１日から
令和５年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合(※1)

令和４年１
月１日から
令和５年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合
令和４年１
月１日から
令和５年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合

平成26年1
月1日から
令和３年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合

住宅の取得等が
(特例)特別特例取得
に該当するとき

新築住宅又は買
取再販住宅に該
当するとき

中古住宅に該当
するとき

住宅の取得等が
(特例)特別特例取得
に該当するとき

中古住宅に該当
するとき

新築住宅又は買
取再販住宅に該
当するとき

中古住宅に該当
するとき

新築住宅又は買
取再販住宅に該
当するとき

住宅の取得等が
(特別)特定取得
に該当するとき

住宅の取得等が
(特別)特定取得
に該当しないとき

住宅の取得等が
(特別)特定取得
に該当するとき

住宅の取得等が
(特別)特定取得
に該当しないとき

⑪×0.01=

⑪×0.01=

⑪×0.01=

⑪×0.01=

⑪×0.01=

⑪×0.01=

⑪×0.007=

⑪×0.007=

⑪×0.007=

⑪×0.007=

⑪×0.007=

⑪×0.007=

⑪×0.007=

⑪×0.007=

(最高40万円）

(最高21万円）

(最高14万円）

(最高40万円）

(最高20万円）

(最高50万円）

(最高35万円）

(最高21万円）

(最高50万円）

(最高30万円）

(最高31万５千円)

(最高21万円）

(最高28万円）

(最高21万円）

高齢者等居
住改修工事
等に係る特
定増改築等
住宅借入金
等特別控除
を選択した
場合

平成31年１
月１日から
令和３年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合

断熱改修工
事等に係る
特定増改築
等住宅借入
金等特別控
除を選択し
た場合

平成31年１
月１日から
令和３年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合

震災特例法
の住宅の再
取得等に係
る住宅借入
金等特別控
除の控除額
の特例を選
択した場合

多世帯同居
改修工事等
に係る特定
増改築等住
宅借入金等
特別控除を
選択した場合

⑪の金額(最高1,000万円)
 ……ⓐ(      )
⑲の金額(      )×0.02
      ＋(ⓐ－⑲)×0.01＝

⑪の金額(最高1,000万円)
 ……ⓐ(      )
⑲の金額(      )×0.02
      ＋(ⓐ－⑲)×0.01＝

⑪の金額(最高1,000万円)
 ……ⓐ(      )
⑲の金額(      )×0.02
      ＋(ⓐ－⑲)×0.01＝

⑪の金額(最高1,000万円)
 ……ⓐ(      )
⑲の金額(      )×0.02
      ＋(ⓐ－⑲)×0.01＝

⑪の金額(最高1,000万円)
 ……ⓐ(      )
⑲の金額(      )×0.02
      ＋(ⓐ－⑲)×0.01＝

平成31年１月１日から令和３年12月31日までの間に居住
の用に供した場合

平成26年４月１日から令和３年12月31日
までの間に居住の用に供した場合

平成26年１月１日から平成26年３月31日
までの間に居住の用に供した場合

住宅の取得等が(特例)特別特例
取得に該当するとき

新築住宅又は買取再販住宅に
該当するとき

中古住宅又は増改築に該当する
とき

⑪×0.012=

⑪×0.009=

⑪×0.009=

⑪×0.012=

⑪×0.012=

(最高12万５千円）

(最高12万円）

(最高12万５千円）

(最高12万円）

(最高12万５千円）

(最高60万円）

(最高45万円）

(最高27万円）

(最高60万円）

(最高36万円）

（再び居住の用に供したことに係る事項）

その家屋に係る (特定
増改築等) 住宅借入金
等特別控除の適用

賃貸の用　　　　 年　　月　　日～　　　年　　月　　日
空家　　　　その他（                )

 二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る住宅借入金等の金額がある場合（これらの住宅の取得等又は住宅の増改築等が同一の
年に属するもので、上記の表で同一の欄を使用して計算する場合を除きます｡）には、その住宅の取得等又は住宅の増改築等ごとに（特
定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書を作成し、その作成した各明細書の⑳欄の金額の合計額を最も新しい住宅の取得等又
は住宅の増改築等に係る明細書の㉓欄に記載します。

各明細書の控除額（⑳の金額）の合計額（住宅の取得等又は住宅の増改築等に
係る控除限度額のうち最も高い控除限度額が限度となります｡）を記載します｡

※ ㉓欄の金額を一面の㉓欄に転記します。

※（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の
対象となる家屋や土地が複数ある場合で、
一面の「不動産番号」欄に書ききれない
家屋や土地の不動産番号を記載します。

㉓

令和４年１
月１日から
令和５年12
月31日まで
の間に居住
の用に供し
た場合(※1)

※１　「令和４年１月１日から令和５年12月31日までの間に居住の
用に供した場合」欄の「住宅の取得等が（特例）特別特例取
得に該当するとき」欄は、令和４年中に居住の用に供した方
のみが対象となります。

※２ ⑳欄の金額を一面の⑳欄に転記します。
※３ ⑳欄の括弧内の金額は、居住の用に供した日の属する年における
   住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る控除限度額となります。
※４ （特例）特別特例取得及び（特別）特定取得については、控用の裏面の「用語の説明」を参照してください。
※５ ｢ZEH水準省エネ住宅」又は「省エネ基準適合住宅」に該当し､（特例）特別特例取得に該当する場合は、番号「１」の「住宅の
   取得等が（特例）特別特例取得に該当するとき」欄にて計算してください。
※６ ｢(再び居住の用に供したことに係る事項)｣ 欄は､ 再居住の特例の適用を受ける方が､ 転居年月日や再居住開始年月日などを記載します｡

提
出
用

二
面

○ 

二
面 

は 

一
面 

と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
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